
教育の目的と教員等に関する法令上の規定 
 
Ⅰ 日本国憲法 

第15条 ２ すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。 
 
Ⅱ 教育基本法 

（教育の目的） 

第１条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健

康な国民の育成を期して行われなければならない。  

（教育の目標） 

第２条 教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行われるものと

する。 

一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健やかな身体

を養うこと。 

二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養うとともに、職業及び生

活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。 

三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社会の形成

に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 

四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。  

五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平

和と発展に寄与する態度を養うこと。  

（教員）  

第９条 法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、その職責の遂行に努

めなければならない。 

２ 前項の教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、その身分は尊重され、待遇の適正が期せられる

とともに、養成と研修の充実が図られなければならない。  
 
Ⅲ 学校教育法 

（校長、教頭、教諭その他の職員） 

第37条 小学校には、校長、教頭、教諭、養護教諭及び事務職員を置かなければならない。 

④ 校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。 

⑦ 教頭は、校長（副校長を置く小学校にあっては、校長及び副校長）を助け、校務を整理し、及び必要に応じ児

童の教育をつかさどる。 

⑪ 教諭は、児童の教育をつかさどる。 

（準用規定により、中学校、高等学校、特別支援学校等については、読み替えるものとする。） 
 
Ⅳ 地方公務員法 

（任用の根本基準）  

第15条 職員の任用は、この法律の定めるところにより、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基いて行わなけれ

ばならない。  

（欠格条項）  

第16条 次の各号の一に該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若しくは選考を受け

ることができない。  

一 成年被後見人又は被保佐人  

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者  

三 当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者  

四 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、第五章に規定する罪を犯し刑に処せられた者  

五 日本国憲法 施行の日以後において、日本国憲法 又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張

する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

（条件附採用及び臨時的任用）  

第22条 臨時的任用又は非常勤職員の任用の場合を除き、職員の採用は、すべて条件附のものとし、その職員がその職

において六月を勤務し、その間その職務を良好な成績で遂行したときに正式採用になるものとする。この場合

において、人事委員会は、条件附採用の期間を一年に至るまで延長することができる。  
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（分限及び懲戒の基準）  

第27条 すべて職員の分限及び懲戒については、公正でなければならない。  

２ 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任され、若しくは免職されず、こ

の法律又は条例で定める事由による場合でなければ、その意に反して、休職されず、又、条例で定める事由によ

る場合でなければ、その意に反して降給されることがない。  

３ 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、懲戒処分を受けることがない。 

（降任、免職、休職等）  

第28条 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反して､これを降任し､又は免職することができる。  

一 勤務実績が良くない場合  

二 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合  

三 前２号に規定する場合の外、その職に必要な適格性を欠く場合  

四 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合  

２ 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反してこれを休職することができる。  

一 心身の故障のため、長期の休養を要する場合  

二 刑事事件に関し起訴された場合  

３ 職員の意に反する降任、免職、休職及び降給の手続及び効果は、法律に特別の定がある場合を除く外、条例で

定めなければならない。  

４ 職員は、第16条各号（第３号を除く。）の一に該当するに至つたときは、条例に特別の定がある場合を除く外、

その職を失う。 

（懲戒）  

第29条 職員が次の各号の一に該当する場合においては、これに対し懲戒処分として戒告、減給、停職又は免職の処分

をすることができる。 

一 この法律若しくは第57条に規定する特例を定めた法律又はこれに基く条例、地方公共団体の規則若しくは地

方公共団体の機関の定める規程に違反した場合 

二 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

三 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあつた場合 

（法令等及び上司の職務上の命令に従う義務）  

第32条 職員は、その職務を遂行するに当って、法令、条例、地方公共団体の規則及び地方公共団体の機関の定める規

程に従い、且つ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければならない。 

（信用失墜行為の禁止）  

第33条 職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるような行為をしてはならない。 

（秘密を守る義務）  

第34条 職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同様とする。 

（職務に専念する義務）  

第35条 職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責

遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。 

（研修）  

第39条 職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために、研修を受ける機会が与えられなければならない。 
 
Ⅴ 教育公務員特例法 

（条件附任用）  

第12条 公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及び幼稚園（以下「小学校等」という。）の

教諭、助教諭及び講師（以下「教諭等」という。）に係る地方公務員法第22条第１項 に規定する採用について

は、同項 中「六月」とあるのは「一年」として同項 の規定を適用する。  

（研修）  

第21条 教育公務員は、その職責を遂行するために、絶えず研究と修養に努めなければならない。 

２ 教育公務員の任命権者は、教育公務員の研修について、それに要する施設、研修を奨励するための方途その他

研修に関する計画を樹立し、その実施に努めなければならない。  

（研修の機会）  

第22条 教育公務員には、研修を受ける機会が与えられなければならない。  

２ 教員は、授業に支障のない限り、本属長の承認を受けて、勤務場所を離れて研修を行うことができる。  

３ 教育公務員は、任命権者の定めるところにより、現職のままで、長期にわたる研修を受けることができる。 


